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 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、公益財団法人八代市学校給

食会の経営状況を説明する書類をここに提出します。 

 

令和 ７ 年１０月 ３日提出  
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令和6年度 事業報告書

Ⅰ 事業の内容　

　　ア　献立作成への関与　 　（年１１回） 　　オ　納入業者食品衛生研修会 （10/30）

　　イ　物資購入委員会　　　（毎月１回） 　　カ　調理及び配送

　　ウ　青果物査定会　　　　　（毎月２回） 　　　　　（４つのセンターと１つの小学校で調理配送を実施）

　　エ　食肉類査定会　　　　（4/5・9/10）

（ 7,805 食)

麦島学校給
食センター

食数
南部学校給
食センター

食数
西部学校給
食センター

食数
中部学校給
食センター

食数 代陽小学校 食数

植柳小 242 高田小 396 松高小 795 太田郷小 826 代陽小 462

麦島小 414 金剛小 261 八千把小 828 宮地小 164 代陽幼 17

三中 328 日奈久小 62 郡築小 182 龍峯小 65 八代支援 147

植柳幼 17 二見小 37 昭和小 50 一中 709 代陽調理 9

麦島幼 16 五中 172 八代小 229 二中 392

麦島セ 13 六中 151 四中 384 八中 81

日奈久中 49 七中 127 太田郷幼 45

二見中 29 松高幼 31 中部セ 30

南部セ 16 西部セ 29

合計 1,030 合計 1,173 合計 2,655 合計 2,312 合計 635

　（２）給食用物資の共同購入（公１）

　（３）学校給食の普及充実に関する事業（公１）

　　ア　学校給食食品衛生講習会及び学校給食関係職員研修会 （7/25：熊本県学校給食研究協議大会参加により中止）

　　イ　八代市学校給食研究協議大会 （7/25：熊本県学校給食研究協議大会参加により中止）

　　ウ　職場体験学習

　　　・生徒等の職場体験学習の受け入れを実施。 （中学校２校/麦島3名・中部6名）

　　エ　広報活動

　　　①広報誌の発行　　　　 （第19号発行）

　　　・学校給食の内容、子どもたちの作品の紹介等を実施。

　　　②学校給食試食会 （10/9：南部給食センター：14人）

　　　・市民対象の学校給食試食会を実施。

　　　③学校給食作品展への出展 （展示：イオン八代：1/17～2/13）

　　　④学校給食会だよりの発行 （第８号発行）

２　その他の研修

　（１）人権教育研修会 （各給食センター）

　　　・人権問題について、正しい認識を深めるために研修会を実施。

　（２）労働安全衛生教育 （毎月２回：各給食センター）

　　　・職場の安全衛生の再認識と意識の向上、健康管理について研修会（所内研修・安全衛生推進会）

　　　　を実施。

　（３）安全運転講習会 （8/7：八代自動車学校：19名）

　　・自動車教習所で講習を受け（実技指導を含む)交通安全の意識高揚を目的に実施。

　（４）安全衛生委員会 （毎月１回：委員２１名）

　　・安全衛生委員が、より安全な職場環境について検討。

公益財団法人八代市学校給食会

　　八代市内の小学校・中学校・幼稚園・特別支援学校における給食事業及び普及充実事業を実施することに
より、児童生徒の健全な心身の発達と豊かな食生活を実現する事業（公１）

　（１）安心・安全な学校給食を提供する事業（公１）

　標準献立に基づく同一の学校給食用物資の品質の確保、かつ、低廉な価格の学校給食用物資を計画的・
安定的に調達した。
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　　　　　　　　令和6年度　収支(損益）決算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　令和6年４月１日から令和7年３月３１日まで （単位:円）

収入の部

勘 定 科 目 予算額 決算額 差異

基 本 財 産 運 用 収 入 1,000 100 900

給 食 物 資 収 入 423,720,000 424,956,448 -1,236,448

補 助 金 収 入 311,564,000 303,395,226 8,168,774

雑 収 入 4,000 1,834,358 -1,830,358

当 期 収 入 合 計 （ A) 735,289,000 730,186,132 5,102,868

前 期 繰 越 収 支 差 額 0 12,758,016 -12,758,016

収 入 合 計 （ B) 735,289,000 742,944,148 -7,655,148

支出の部

勘 定 科 目 予算額 決算額 差異

給 食 物 資 支 出 423,720,000 422,596,725 1,123,275

給 食 事 業 費 支 出 292,140,000 286,822,904 5,317,096

管 理 費 支 出 18,878,000 18,171,660 706,340

普 及 充 実 事 業 費 支 出 550,000 97,438 452,562

運 用 補 助 金 返 還 支 出 1,000 0 1,000

当期支出合計　　　（C) 735,289,000 727,688,727 7,600,273

当期収支差額（A)－(C） 0 2,497,405 -2,497,405

次期繰越収支差額（B)-（C） 0 15,255,421 -15,255,421

　　　　　　　　　　令和6年度貸借対照表

　　　　　　　　　　令和7年3月31日現在 （単位：円）

　　　科　　　目 　　　金　　　額 　　　科　　　目 　　　金　　　額

Ⅰ　資産の部 Ⅱ　負債の部

　１.流動資産 　１.流動負債

　　普通預金 55,511,741 　　　未払金 48,595,602

　　未収金 6,525,741

　流動資産合計 62,037,482 負 債 合 計 48,595,602

　２.固定資産 Ⅲ　正味財産の部

　（１）基本財産 　　　正味財産合計 18,441,882

　　　　定期預金 5,000,000

　（２）その他の固定資産

　　　　車両運搬具 2

　固定資産合計 5,000,002

資 産 合 計 67,037,484 負債及び正味財産合計 67,037,484

公益財団法人八代市学校給食会
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令和７年度 事業計画書

　　第１ 事業の計画　　定款　第４条に定める次の事業を行う。
　　　１.　学校給食の調理及び配送に関する事業。
　　　　・４つのセンターで調理して関係学校、園へ配送する。

麦島学校給食
センター

食数
南部学校給食
センター

食数
西部学校給食
センター

食数
中部学校給食
センター

食数

植柳小 243 高田小 392 松高小 775 太田郷小 814
麦島小 410 金剛小 254 八千把小 832 宮地小 157
三中 329 日奈久小 57 郡築小 174 龍峯小 70
八代支援 152 二見小 39 昭和小 51 代陽小 446
代陽幼 15 五中 194 八代小 225 一中 756
植柳幼 16 六中 150 四中 381 二中 414
麦島幼 14 日奈久中 53 七中 129 八中 89
麦島セ 15 二見中 30 松高幼 26 太田郷幼 39

南部セ 16 西部セ 28 中部セ 34

合計 1,194 合計 1,185 合計 2,621 合計 2,819

（ 7,819 食)

　　　２.　学校給食用物資の調達に関する事業。　 ・学校給食用物資の共同購入を行う。

　　　（1）物資購入委員会　 　（毎月１回） （2）食肉組合との価格交渉、物資についての話し合い （年２回）

　　　（3）青果物査定会　　　　（毎月２回） （4）納入業者への食品安全衛生研修会 （年１回）

　　　３.学校給食の普及充実に必要な事業。

　　　 （1）食品衛生講習会 （年１回）

　　　　　・食品衛生に対する意識を高めるため講習会を行う。

  　 　（2）八代市学校給食研究協議大会 （年１回）

   　　　・学校関係者・ＰＴＡ・納入業者・給食関係職員を対象に、給食及び食育に関する発表と研究協議を行う。

　　 　（3）中学生の職場体験学習、高等支援学校実習の受け入れ （学校からの依頼を受けて）

　 　　（4)学校給食関係職員研修会 （年１回）

   　　　・職務に対する認識を深め合い、安全衛生意識の高揚を目的に研修会を行う。

　　 　（5）保護者への学校給食啓発を図るパンフレット配布 （年１回）

　 　　（6）市民を対象に学校給食への関心をもっていただく「試食会」 （年１回）

　　　 （7）「学校給食作品展」へ職員が作成した作品を出展する広報活動 （年１回）

　　　４.その他この法人の目的を達成するため必要な事業。

　　　　（1）人権等に関する研修会 （年１回）

　　　　　・身近にある人権問題について、正しい認識を深め合う研修会を行う。

　　　　（2）労働安全衛生教育 （毎月2回）

　　　　　・職場の安全衛生意識の向上、食中毒の予防や健康管理について研修する。

　　　　　・所内の実態に応じた研修・安全衛生推進会を行う。

　　　　（3）安全運転講習会 （年１回）

　　　　　・自動車教習所で講習を受け（実技指導を含む）交通安全の意識高揚を図る。

　　　　（4）安全衛生委員会 （毎月1回）

　　　　　・各センターの安全衛生委員が集い、より安全な職場環境について検討し課題等を共有する。
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6 1 5

428,372 423,720 4,652

319,703 311,564 8,139

4 4 0

748,085 735,289 12,796

0 0 0

748,085 735,289 12,796

428,372 423,720 4,652

297,335 293,390 3,945

21,827 17,628 4,199

550 550 0

1 1 0

748,085 735,289 12,796

0 0 0

0 0 0
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